
Ⅰ 予算編成の考え方

Ⅱ 予算規模

(単位：百万円)

増減率

現計予算額 今回補正額 補正後予算額 B (B-A)/A

一般会計 1,091,997 1,023,813 5,482 1,029,294 ▲5.7% 

震災対応分 22,412 17,730 86 17,816 ▲20.5% 

特別会計 443,830 451,438 451,438 1.7%

震災対応分 2,911 4,242 4,242 45.7%

準公営企業会計 6,655 2,684 2,684 ▲59.7% 

震災対応分 97 100 100 3.3%

公営企業会計 38,663 41,782 41,782 8.1%

震災対応分 42 28 28 ▲33.0% 

合計(総会計) 1,581,144 1,519,716 5,482 1,525,198 ▲3.5% 

震災対応分 25,462 22,100 86 22,187 ▲12.9% 

令和5年度
9月現計予算額

A

令和6年度予算額

令和６年度 ９月補正予算（第１号）案の概要
令 和 ６ 年 ９ 月
宮 城 県

○ 今回の補正予算は、物価高騰への対応として、生活困窮世帯の負担軽減や子ども食堂の運営費への支援のほか、畜産農家や養殖業

者に対する配合飼料購入費の助成に要する経費を予算化。

○ また、災害への対応として、河川や漁港の災害復旧等や災害に強い道路の整備に要する経費を計上するとともに、自然災害避難支援ア

プリの導入とその普及拡大に向けた経費を予算化。

○ このほか、国の内示等に伴う公共事業のほか、宿泊税の導入に向けた税務総合管理システムの改修や電子処方箋管理サービスを導

入する医療機関等への支援など、当初予算編成後に具体化した施策に要する経費を予算化。

※表示単位未満の端数処理により計が一致しない場合がある。 1



○生活困窮世帯支援費４８,０００社会福祉課
生活困窮世帯に対する物価高騰対策を行う市町村への支援

○子ども食堂運営支援費２０,０００子ども・家庭支援課
子ども食堂運営団体等への助成

○畜産生産資材価格高騰対策費３１９,０００畜産課
畜産農家に対する配合飼料購入費への助成

○養殖業物価高騰対策費２２,０００水産業基盤整備課
養殖業者に対する配合飼料購入費への助成

○自然災害避難支援アプリ導入費１１,０００ 復興・危機管理総務課
自然災害避難支援アプリの導入

○地域ポイント等導入支援費３００,０００（14,000） 富県宮城推進室
自然災害避難支援アプリ導入促進等のための地域ポイントの付与

○防災情報収集等事務費５,１００ （12,742） 防災推進課

災害応援の経験を踏まえた災害対応資機材の購入

○漁港施設災害復旧費７４,１２２水産業基盤整備課
漁港施設の復旧

○道路橋りょう事業費９１１,７６８道路課
災害に強い道路の整備

○河川等災害復旧費１,１３８,３４６（333,000）道路課
公共土木施設の復旧に係る国直轄事業負担金

○河川等災害関連対策費６２４,５６５防災砂防課
災害関連対策事業に係る国直轄事業負担金

○税務総合管理システム改修費１０８,３２３ 税務課
宿泊税創設に伴う税務総合管理システムの改修

○相撲競技施設等整備費２５,０００ スポーツ振興課
相撲場の環境改善に向けた市町村への支援

○電子処方箋活用・普及促進費２００,０００ 薬務課
医療機関・薬局に対する電子処方箋管理サービス導入への支援

○養殖業環境変動緊急対策費３１,８７３ 水産業基盤整備課

養殖業者に対する資材等導入支援や新規養殖種の導入に向けた調査

○県立学校施設整備費［８５,０００］（11,831,466）施設整備課
新たなタイプの学校（idealスクール）整備に向けた実施設計

物価高騰への対応１

単位：千円、［ ］：債務負担行為、（ ）：既決予算額

Ⅲ 主な事業

新規

災害への対応２

新規

その他３

新規

新規
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Ⅳ 計数資料
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Ⅳ 計数資料
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Ⅳ 計数資料
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Ⅳ 計数資料
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Ⅳ 計数資料
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1 予算議案（1件）

番号 名称

118 令和６年度宮城県一般会計補正予算

Ⅴ 提出予定議案一覧
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２ 予算外議案（15件）

（１） 条例議案（9件）

番号 名称 概要

119 宿泊税条例

観光振興に係る施策を実施するための財源の確保を目的として、宿泊税を創設しようと
するもの

施行 規則で定める日
所管 税務課

１ 課 税 客 体 宿泊行為
２ 課 税 標 準 宿泊数
３ 納税義務者 宿泊者
４ 税 率 １人１泊につき３００円
５ 免 税 点 １人１泊につき６，０００円未満（素泊まり・税抜料金）
６ 見直し時期 制度開始当初は条例の施行後３年経過時、その後は５年ごとに同様

の検討を行う

120 薬学生修学資金貸付条例

薬学生修学資金の貸付けを行うため、必要な事項を定めようとするもの

施行 令和７年４月１日
所管 薬務課

１ 目 的 県内の医療機関における薬剤師の確保及び医療提供体制の整備
２ 貸付対象者 県内の薬学部設置大学で薬学を履修する大学生
３ 返還の免除 必要従事期間（貸付期間の１．５倍の期間）を県が指定する医療機

関で薬剤師の業務に従事し、かつ、必要従事期間の半分以上の期
間薬剤師が不足する地域の医療機関において従事した場合

121 宮城県県税条例等の一部を改正する条例

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の改正に
伴い、所要の改正を行おうとするもの

施行 情報通信技術の活用による行政手続等に係る関係者の利便性の向上並びに行
政運営の簡素化及び効率化を図るためのデジタル社会形成基本法等の一部を
改正する法律の施行の日

所管 税務課

引用条項の移動

Ⅴ 提出予定議案一覧
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番号 名称 概要

122
次世代育成支援対策地域協議会条例の一部を改正
する条例

次世代育成支援対策推進法の改正に伴い、所要の改正を行おうとするもの

施行 公布の日
所管 子育て社会推進課

次世代育成支援対策地域協議会の設置期間を令和１７年３月３１日（改正前令和７年３
月３１日）まで延長

123
宮城県薬物の濫用の防止に関する条例の一部を改
正する条例

大麻取締法の改正に伴い、所要の改正を行おうとするもの

施行 大麻取締法及び麻薬及び向精神薬取締法の一部を改正する法律の施行の日
所管 薬務課

大麻が麻薬及び向精神薬取締法における麻薬に位置づけられたことに伴い、規定を整
理

Ⅴ 提出予定議案一覧
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番号 名称 概要

124
公営企業の設置等に関する条例の一部を改正する
条例

維持管理負担金の改定等を行おうとするもの

施行 令和７年１月１日
所管 水道経営課

維持管理負担金の改定 (単位：円)

※現行は税込、改正案は税抜（税込表記から税抜表記に改正するため）

Ⅴ 提出予定議案一覧

流域 改定 （参考）

仙塩流域下水道 現行（税込） 改正案（税抜） 改正案（税込）

維持管理負担金の額
（公共下水道からの流入量１㎥につき） 44.8 38.6 42.5

阿武隈川下流流域下水道 現行（税込） 改正案（税抜） 改正案（税込）

維持管理負担金の額
（公共下水道からの流入量１㎥につき）

57.3 44.8 49.3

鳴瀬川流域下水道 現行（税込） 改正案（税抜） 改正案（税込）

維持管理負担金の額
（公共下水道からの流入量１㎥につき） 92.3 81.3 89.5

吉田川流域下水道 現行（税込） 改正案（税抜） 改正案（税込）

維持管理負担金の額
（公共下水道からの流入量１㎥につき）

58.6 50.2 55.3

北上川下流流域下水道 現行（税込） 改正案（税抜） 改正案（税込）

維持管理負担金の額
（公共下水道からの流入量１㎥につき）

91.2 81.0 89.1

北上川下流東部流域下水道 現行（税込） 改正案（税抜） 改正案（税込）

維持管理負担金の額
（公共下水道からの流入量１㎥につき） 147.7 133.8 147.2

迫川流域下水道 現行（税込） 改正案（税抜） 改正案（税込）

維持管理負担金の額
（公共下水道からの流入量１㎥につき）

147.3 125.3 137.9
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番号 名称 概要

125
布設工事監督者が監督業務を行う水道の布設工事
並びに布設工事監督者及び水道技術管理者の資格
を定める条例の一部を改正する条例

水道法施行令の改正に伴い、所要の改正を行おうとするもの

施行 令和７年４月１日
所管 水道経営課

布設工事監督者及び水道技術管理者の資格要件の変更

126 県立学校条例の一部を改正する条例

県立学校の設置及び廃止を行おうとするもの

施行 令和７年４月1日
所管 特別支援教育課、高校教育課

１ 宮城県立松陵支援学校の設置
２ 宮城県大河原商業高等学校及び宮城県柴田農林高等学校の廃止

127
警察署の名称、位置及び管轄区域に関する条例及
び警察署協議会条例の一部を改正する条例

警察署の再編に伴い、所要の改正を行おうとするもの

施行 規則で定める日
所管 警察本部

１ 若柳警察署と築館警察署を統合し、栗原警察署を設置
２ １に伴い、栗原警察署協議会を設置

Ⅴ 提出予定議案一覧

12



（２） 条例外議案（6件）

番号 名称 概要

128
財産の取得について（情報通信機器（プロジェクタ
等）一式）

情報通信機器（プロジェクタ等）一式を取得することについて、地方自治法の定めるとこ
ろにより、議会の議決を受けようとするもの

所管 教育企画室

１ 取得しようとする財産
情報通信機器（プロジェクタ等）一式

２ 取得金額
97,460,000円

３ 取得の相手方
株式会社日立システムズ

129
財産の処分について（運転免許試験場市名坂庁舎
跡地）

運転免許試験場市名坂庁舎跡地を処分することについて、地方自治法の定めるところ
により、議会の議決を受けようとするもの

所管 管財課

１ 処分しようとする財産の所在地
仙台市泉区市名坂字石止４４番２外２筆

２ 処分しようとする財産
土地 25,192.61㎡

３ 処分金額
4,561,019,000円

４ 処分の相手方
株式会社タカラレーベン

Ⅴ 提出予定議案一覧
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番号 名称 概要

130
工事請負契約の締結について（川内沢ダム管理用
制御処理設備等工事）

請負金額 579,966,200円
契約の相手方 富士通Ｊａｐａｎ株式会社

所管 河川課

１ 施工地名
名取市愛島笠島地内外

２ 工事内容
ダム管理用制御処理設備製作・据付 一式
テレメータ放流警報設備製作・据付 一式 外

３ 工期
議決の日の翌日～令和８年３月２５日

131
工事請負契約の締結について（都市計画道路小池
石生線末広町道路改築工事）

請負金額 613,800,000円
契約の相手方 株式会社丸本組

所管 都市計画課

１ 施工地名
柴田郡村田町村田地内

２ 工事内容
施工延長 Ｌ＝８５．８ｍ Ｗ＝６．０ｍ

かんきょ

函渠工 V＝４，０５２㎥
埋戻工 V＝１６，８００㎥

３ 工期
議決の日の翌日～令和８年３月２７日

Ⅴ 提出予定議案一覧
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番号 名称 概要

132
工事請負変更契約の締結について（女川町道女川
出島線出島大橋（仮称）新設工事）

請負金額 8,494,010,700円 → 8,617,333,900円
契約の相手方 JFE・橋本店・東日本コンクリート建設工事共同企業体

所管 道路課

１ 議決日
平成３０年７月４日 議第１７２号議案

２ 第一回変更
令和３年３月１９日 議第１１９号議案

３ 第二回変更
令和５年１０月４日 議第１２９号議案

４ 変更の理由
施工内容の変更による請負金額の変更

133
工事請負変更契約の締結について（渋井川水門新
築工事）

請負金額 1,708,107,500円 → 1,774,465,000円
契約の相手方 小野田建設株式会社

所管 河川課

１ 議決日
令和３年３月１９日 議第１１８号議案

２ 第一回変更
令和３年６月１５日提出 報告第４７号

３ 第二回変更
令和４年３月１８日 議第９７号議案

４ 第三回変更
令和５年３月１７日 議第７９号議案

５ 第四回変更
令和６年３月１３日 議第８６号議案

６ 変更の理由
施工内容の変更による請負金額の変更

Ⅴ 提出予定議案一覧
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３ 報告（4件）

番号 名称 概要

11
専決処分の報告について（宮城県慶長使節船ミュー
ジアム展示改修の製造請負契約の変更）

請負金額 966,900,000円 → 988,121,200円
契約の相手方 株式会社乃村工藝社

１ 議決日
令和４年１２月１４日 議第２０３号議案

２ 変更の理由
施工内容の変更による請負金額の変更

３ 専決処分日
令和６年８月１６日

12
専決処分の報告について（和解及び損害賠償の額
の決定）

和解及び損害賠償の額の決定について、それぞれ専決処分したので報告するもの

○事故の状況
１ 件数

７件
２ 発生

令和５年６月～令和６年５月
３ 損害原因

県管理道路の損傷による事故等
４ 損害賠償額

807,873円
５ 専決処分日

令和６年７月１８日～令和６年８月６日

Ⅴ 提出予定議案一覧
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番号 名称 概要

13
専決処分の報告について（県営住宅等の明渡請求
等に係る訴えの提起）

長期にわたる県営住宅等の家賃等滞納者に対し、住宅等の明渡し及び滞納家賃等の
支払いを求める訴えを提起することについて、専決処分したので報告するもの

１ 家賃等滞納者
２名

２ 訴え提起の日
令和６年７月３１日

14
専決処分の報告について（交通事故に係る和解及
び損害賠償の額の決定）

交通事故に係る和解及び損害賠償の額の決定について、それぞれ専決処分したので
報告するもの

○事故の状況
１ 件数

１６件
２ 発生

令和２年１月～令和６年７月
３ 損害内容

人身事故、車両事故
４ 損害賠償額

4,782,121円
５ 専決処分日

令和６年７月１８日～令和６年８月９日

Ⅴ 提出予定議案一覧
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